
主要閣僚が諸外国水準の外交活動ができるよう制度改正を求める意見書 

 

 現在、日本の主要閣僚は国会日程に多くの時間を取られ、諸外国と比較す

ると外交活動ができる日程が極めて限られている。 

日本アカデメイア有志の調査によると、日本の総理の国会出席日数が年間

１２７日なのに対し、フランスは１２日、イギリスは３６日、ドイツは１１

日であり、外務大臣で比較をしても日本は１６５日、フランスは１７日、イ

ギリスは２２日、ドイツは１６日、財務大臣は日本が２０７日に対しフラン

スは３４日、イギリスは１７日、ドイツは１５日と圧倒的な差がある。 

実際、岸田外務大臣の日程を見てみると、日帰りでアメリカや０泊３日で

世界一周などかなりタイトなスケジュールである上に、これまでの歴代外務

大臣も国会の都合で重要な国際会議に出席できないなど、我が国の国益を損

ねる事態が起きている。 

それに対して中国では主要閣僚が国会に縛られず、国家主席、国家副主席、

首相、外交部長などの数多くの外交プレーヤーが世界中を飛び回り外交をし

ている。日本国として国際社会において諸外国に対し信頼できる関係を築い

ていくためにも、この体制の差は改善しなければならない。 

もちろん、国会における議論を重視するのは当然のことであるが、国会審

議に影響が出ない程度の制度改正を行い、主要閣僚が諸外国水準の外交活動

ができるようにすべきであると考える。 

よって、町田市議会は、主要閣僚が諸外国水準の外交活動ができるよう制

度改正を求めるものである。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 


